
○中能登町地域おこし協力隊設置要綱 

平成27年4月1日 

告示第42号 

改正 平成29年1月11日告示第97号 

平成31年3月27日告示第30号 

令和元年12月18日告示第30号 

（設置） 

第１条 人口減少や高齢化が進む本町において、地域の活力を維持するためには担い

手となる人材の確保が重要であり、地域外の人材を積極的に誘致し、その定住及び

定着を図り、地域の活力維持と地域の魅力の再発見につなげるため、地域おこし協

力隊推進要綱（平成21年3月31日付け総行応第38号総務事務次官通知）に基づき、

中能登町地域おこし協力隊（以下「協力隊」という。）を設置する。 

（協力隊の活動） 

第２条 協力隊の隊員（以下「隊員」という。）は、前条の目的を達成するために、

次に掲げる活動に従事する。 

(1) 定住・交流事業の支援 

(2) 地域おこしの支援 

(3) 地域資源の発掘、地域ブランドの振興に係る支援 

(4) 地域観光復興のための支援 

(5) 6次産業化による生業創出の支援 

(6) その他町長が必要と認めたもの 

（隊員の要件） 

第３条 隊員は、次の各号の要件を全て満たす者のうちから、町長が任用する。 

(1) 3大都市圏をはじめとする都市地域等に生活の拠点を置く住民で中能登町内

に住民登録をする者 

(2) 心身ともに健康で、地域おこし活動に意欲と情熱があり積極的に活動できる

者 

(3) 普通自動車運転免許を有している者 

(4) 町内に1年以上の滞在を予定している者 



（任期） 

第４条 隊員の任期は、1年以内とし、毎年4月1日から翌年3月31日までとする。ただ

し、年度の途中で任用された者の任期は、任用した日の属する年度の末日までとす

る。 

２ 隊員は、再任することができるものとする。 

３ 特別の事由があるときは、任期中であっても解任することができるものとする。 

（勤務条件等） 

第５条 隊員の勤務時間及び休暇については、中能登町会計年度任用職員の勤務時間、

休暇等に関する規則（令和元年中能登町規則第14号）に定める基準に従い、町長が

定める。 

２ 隊員の報酬、手当及び費用弁償については、中能登町会計年度任用職員の給与及

び費用弁償に関する条例（令和元年中能登町条例第8号）の定めるところによる。 

（委託） 

第６条 町長は、隊員に第2条に規定する活動を委託することができる。 

２ 委託内容については、町長と隊員の協議により決定し、業務委託契約を締結する。 

３ 隊員は、毎月の活動状況について報告書を作成し、翌月までに町長に提出しなけ

ればならない。 

（委託期間） 

第７条 委託期間は1年とする。 

（委託料） 

第８条 町長は、隊員に活動内容等に応じた委託料を予算の範囲内で支払うものとす

る。 

（守秘義務） 

第９条 隊員は、勤務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、

同様とする。 

（身分証） 

第10条 隊員は、職務に従事するときは、身分証明書（別記様式）を携帯し、関係者

から請求があった場合は、これを提示しなければならない。 

（その他） 



第11条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は互いに協議し、町長が別に定め

る。 

附 則 

この告示は、平成27年4月1日から施行する。 

附 則（平成29年1月11日告示第97号） 

この告示は、平成29年4月1日から施行する。 

附 則（平成31年3月27日告示第30号） 

この告示は、平成31年4月1日から施行する。 

附 則（令和元年12月18日告示第30号） 

この告示は、令和2年4月1日から施行する。 



 



別記様式（第10条関係） 

 



地域おこし協力隊員の地域要件について

趣 旨 : 3大都市圏をはじめとする都市圏から地方部への人の流れの創出を図る

転出地 : 3大都市圏内の都市地域、 政令指定都市 (注)、
3大都市圏内の一部条件不利地域 (⑤)のうち条件不利区域以外の区域

転入地 : 3大都市圏外のすべての市町村、 3大都市圏内の条件不利地域
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政令指定都市を指す

①さし碇ま市、

千葉市、横浜市、
川崎市、名古屋市、
大阪市、堺市、
神戸市
②札幌市、熊本市
③京都市、相模原市
④仙台市、新潟市、

静岡市、浜松市、
岡山市、広島市、
北九州市、福岡市

※ 注 隊員の転出地が、条件不利地域の政令指定都市 (③ o④)であつた場合には、特別交付税措置の対象は、条件不利区域以外の区勁 ら`転出した場合に限る。

◆ 「 3大都市圏」

◆ 「都市地域」
◆ 「条件不利地域」

「全部条件不利地域」

「一部条件不利地域」

「条件不利区域」

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、憂知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県及び奈良県の区域の全部。

ただし、2005年から2015年の人口減少率が110/o以上の市町村につしヽては、3大都市圏外とする。

次の「条件不利地域」に該当しない市町村。

次の (1)から (7)のいずれかの対象地域・指定地域を有する市町村とする。

(1)過疎地域自立促進特別措置法 (みな蠍 、一部過疎を含む)、 (2)山村振興法、 (3)離島振興法、 (4)半島振興法、

(5)奄美群島振興開発特別措置法、 (6)」 笠ヽ原諸島振興開発特別措置法、 (7)沖縄振興特別措置法

過疎地域に該当する市町村 (一部過疎を除く)、 (5)から (7)の対象地域 9指定地域に該当する市町村、その区域の全戦が
振興山村、離島振興対策実施地域又は半島振興対策実施地域に該当する市町村

「全部条件不利地域」以外の市町村

「一部条件不利地域」のうち、過疎地域とみなされる区域、振興山村、離島振興対策実施地域又は半島振興対策実施地域



地域おこし協力隊員の地域要件について

【原則Ⅱ】 趣 旨 :

転出地 :

転入地

より条件が不利である地方部の取組を支援する

3大都市圏外の者ll市地域 (政舘 定都市 (②)を除く)、

3大都市圏外の一部条件不利地域 (③)(厩)ち条件不利区域以外の区域

(3大都市圏の内外を問わず)全部条件不利地域、条件不利区域
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lイテJ外】隊員経験者 (一定期間 (2年以上)隊員として渚動し、かつ、解嘱から1年以内の者)又は

JEフ
°
ログラム終了者 (一定期間 (2年以上)」 ET参加者として活動し、かつ、JETプログラム終了から1年以内の者)が、

他の地域 (3大都市圏外のすべての市町村、3大都市圏内の条件不利地域)で

地域協力活動する場合も特別交付税措置の対象

◆都道府県分につしては、上記地域要件を準用して各隊員の住民票の移動を把握することで、特別交付税措置の対象範囲を判断する。



特別交付税措置に係る地域要件確認表

平成 30年 12月 26日現在



1.定嶺

(1)「 3大都市圏」とは

埼玉県、千葉県、東京都、神奈デ|1県、岐阜県、愛知県、二重県、京都府、大阪府、兵庫県及び奈良県の区域の全

部。ただし、国勢調査令 (昭和 55年政令第 98号)によって調査した平成 17年 10月 1日 現在の市町村人口 (平成

17年 10月 2日 以降に行われた市町村の合併を経た市
“
r村にあつては、合併関係市町村における平成 17年 10月 1

日現在の市町村人日の合計をいう。)及び同令によつて調査した平成 27年 10月 上日現在の市町村人口を用いて算

出した人口減少率が■%以 Lである市町村については、「3大都市圏外」として取り扱うこととする。

(2)「都市地域」とは

次の「条件不利地域」に該当しない市町村。

(3)「条件不利地域」とは

次の①から⑦のいずれかの対象地域・指定地域を有する市町村。

①過疎地域自立促進特別措置法 (平成 12年法律第 15号 )

・第 2条第 1項に規定する過疎地域に該当する市町村

・第 33条第 1項の規定により過疎地域とみなされる市町村

・第 33条第 2項の規定によりその区域の一部が過疎地域とみなされる市町村

②山村振興法 (昭和 40年法律第 64号 )

・第 7条第 1項の規定により指定された振興山村をその区域の全部又は一部とする市町村

③離島振興法 (昭和 28年法律第 72号 )

。第 2条第 1項の規定により指定された離島振興対策実施地域をその区域の全部又は一部とする市町村

④半島振興法 (昭和 60年法律第 63号 )

・第 2条第 1項の規定により指定された半島振興対策実施地域をその区域の全部又は一部とする市町村

⑤奄美群島振興開発特別措置法 (昭和 29年法律第 189号)

。第 1条に規定する奄美群島をその区域の全部とする市町村

⑥小笠原諸島振興開発特別措置法 (昭和 44年法律第 79号 )

・第 4条第 1項に規定する小笠原諸島をその区域の全部とする市町村

⑦沖縄振興特別措置法 (平成 14年法律第 14号 )

。第 3条第 1号に規定する沖縄の市町村

(4)「全部条件不利地域」とは

「条件不利地域」のうち過疎地域に該当する市I躍丁村 (一部過r束除く)、 上記⑤から⑦の対象地域・指定地域に該

当する市H丁村、その区域の全域が振興山村、離島振興女、子策実施地域又は半島振興対策実施地域に該当する市町村。

(5)「一部条件不利地域」とは

「条件不利地域」のうち「全部条件不利地域」以外の市町村。

(6)「条件不利区城」とは

「一部条件不利地域」のうち、過疎地域とみなされる区域、

'x興

山村、離島振興対策実施地域又は半島振興姑策

実施地域。



2.『特別交付税措置に係る地増要件確盟表」の凡例

◆ 「3人都市圏」:「 3大都市圏」に該当する市町村に対し☆日比

◆ 「指定都市」:指定都市に該当する市町村に対し☆印。

◆ 「条件不利地域」:「条件不利地域」に該当する市町村に対し★印。

◆ 「地域要件区分」:該当する地域要件を記載。

◆ 「転鎚地別の特別交付税措置の適否J:以下の特別交付税措置の適否区分を記載。

<特別交付税措置の適否 【原則 X及び原則Π】>

O:特別交付税措置の対象

△ :原則として、隊員の転出地が、条件不利区域以外の区域であった場合に限り、特別交付税措置の紺象

▲ :原則として、隊員の転入地が、条件不利区域内である場合に限り、特別交付税措置の対象

□ :原則として、隊員の転出地が、条件不利区域以外の区域であり、隊員の転入地が、条件不利区域内である場合に

限り、特別交付税措置の文、十象

× :特別交付税措置の対象外
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■特別交付税措置に係る地域要件確認表 (平威38年 12月 26日時点)
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